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▼▼  主主要要なな事事業業  
目 次 

事業 No. 事業名等 ページ 

１ 災害廃棄物緊急処理支援事業 65 

２ 多重防災型まちづくり推進事業 66 

３ 警察官緊急増員事業 68 

４ 三陸鉄道災害復旧事業 69 

５ 湾口防波堤等整備事業 70 

６ 広域防災拠点整備事業 71 

７ 防災拠点等再生可能エネルギー導入事業 72 

８ メモリアル公園等整備事業 73 

９ 三陸復興道路整備事業 74 

10 被災者台帳システム整備及び運用支援事業 76 

11 総合的被災者相談支援事業 77 

12 被災者住宅再建支援事業 78 

13 災害復興公営住宅等整備事業 79 

14 緊急雇用創出事業臨時特例基金 80 

15 職業訓練施設災害復旧整備事業 81 

16 被災地医療施設復興支援事業 82 

17 被災地健康維持増進事業 83 

18 ドクターヘリ運航事業 84 

19 児童養育支援ネットワーク事業 85 

20 こころのケアセンター等設置運営事業 86 

21 いわて子どものこころのサポート事業 87 

22 いわての復興教育推進事業 88 

23 文化財レスキュー事業 89 

24 海洋型スポーツ・レクリエーション拠点施設整備事業 90 

25 新しい公共による地域コミュニティ支援事業 91 

26 生活福祉資金貸付推進事業 92 

27 いわて公募型復興企画推進事業 93 

28 被災市町村行政機能支援事業 94 

29 共同利用漁船等復旧支援対策事業 95 

30 水産業経営基盤復旧支援事業 96 

31 水産業共同利用施設復旧支援事業 97 

32 製氷保管施設等早期復旧支援事業（うち製氷・貯氷施設回復支援事業） 98 

33 中小企業等復旧・復興支援事業 99 

34 産地パワーアップ復興支援事業 100 

35 漁港災害復旧事業 101 

36 漁業集落防災機能強化事業 102 

37 被災地域農業復興総合支援事業 103 

38 農用地災害復旧関連区画整理事業 104 

39 三陸みらい園芸産地づくり交付金事業 105 

40 木材加工流通施設等復旧対策事業 106 

41 治山災害復旧事業（海岸保全施設等復旧） 107 

42 復興支援ファンド設立支援事業 108 

43 中小企業被災資産復旧事業 109 

44 自動車関連産業創出推進事業 110 

45 国際的研究拠点構築事業 111 

46 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）推進事業 112 

47 いわてデスティネーションキャンペーン推進事業 113 

48 国際観光推進事業 114 
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

№１  災害廃棄物緊急処理支援事業 
 

 事業目的 
 
 復旧復興の第一ステップとして、災害廃棄物（がれき）の早期撤去を行うとともに、リサ

イクルに努めるなど、環境に配慮した処理を推進。 

 事業主体 
 
 県、市町村 

 事業概要 
 
廃棄物処理法の規定により市町村事務とされている一般廃棄物（災害廃棄物）の処理につ

いて、地方自治法の規定に基づく事務委託を受けた 12 市町村の当該事務を県が代行して実施。 

岩手県災害廃棄物処理詳細計画（平成 23年８月 30 日 平成 24 年５月改訂）に基づき、平

成 26 年３月末までに終了することを目標として設定。 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 災害廃棄物処理のイメージ 
 

可燃物

544,500t

太平洋セメント
平成24年度

53％

36％

11％

県内

県内

広域

平成25年度

143,400t 143,400t

県内処理施設
平成24年度 平成25年度

97,200t 97,200t

広域処理
平成24年度 平成25年度

31,650t 31,650t

柱材・角材

224,700t

太平洋セメント
平成24年度

17％

5％

78％

県内

県内

広域

平成25年度

19,100t 19,100t

県内処理施設
平成24年度 平成25年度

5,800t 5,800t

広域処理
平成24年度 平成25年度

87,450t 87,450t

286,800t

194,400t

63,300t

太平洋セメント
平成24年度 平成25年度

80,350t 80,350t

広域処理
平成24年度 平成25年度

1,400t 1,400t

38,200t

11,600t

174,900t

ふるい下分注1）

163,500t
2％ 広域

2,800t

98％ 県内

160,700t

不燃物注2）

968,200t

太平洋セメント
平成24年度

1％

7％

92％

県内

県内

要検討

平成25年度

7,150t 7,150t

県内処理施設
平成24年度 平成25年度

32,000t 32,000t

要　検　討
平成24年度 平成25年度

444,950t 444,950t

14,300t

64,000t

889,900t

100％ 広域処理
平成24年度 平成25年度

27,050t 27,050t54,100t

漁具・漁網

54,100t

広域

100％ 復興資材
平成24年度 平成25年度

651,850t 651,850t1,303,700t

津波堆積物

1,303,700t

県内

 
 

           
注３）推計量 5,250,400ｔからＨ23処理量 514,300ｔを除いたもののうち、復興資材の利用等が見込まれるコンク

リートがら 1,203,700ｔと金属くず等 273,700ｔを除いたもの。 

注1）可燃物を選別した概ね20mm以下のもの

注2）概ね50mm以下で土砂分を含むもの合計：3,258,700ｔ注 3）
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

     故郷への思いを生かした豊かで快適な生活環境づくり 

№２ 多重防災型まちづくり推進事業 
 

 事業目的 
 
 津波対策の基本的な考え方（海岸保全施設・まちづくり・ソフト対策）を踏まえ、津波等

の自然災害による被害をできるだけ最小化するという「減災」の考えにより、安全で安心な

防災都市・地域づくりを推進。 

 

 事業主体 
 
 県、市町村 

 

 事業概要 
 
津波によって破壊された防潮堤等「海岸保全施設」のまちづくりと一体となった整備や、

市町村のまちづくり計画策定に向けた技術支援や防災型シンボルロード整備等の「まちづく

り」、避難経路の充実や防災文化の醸成等の「ソフト対策」３つを組み合わせた多重防災型ま

ちづくりに向けた取組を推進 

(1) 海岸保全施設 

  ・海岸保全施設等整備事業 

  ・津波水門等電動・遠隔化促進事業 

 (2) まちづくり 

  ・多重防災型まちづくり計画策定支援事業 

  ・復興まちづくり支援事業 

  ・まちづくり連携道路整備事業 

  ・防災型シンボルロード整備事業 

  ・公共団体区画整理事業 

 (3) ソフト対策 

  ・緊急避難路整備事業 

  ・防災文化醸成事業 

 

 実施期間 
 
平成 23 年度 ～ 平成 30 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

67 

 

 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津 波 対 策 の 基 本 的 な 考 え 方 

海岸保全施設 まちづくり ソフト対策 

多重防災型まちづくり推進事業 

多重防災型まちづくり 

まちづくりのグランドデザインのモデル 

 

【岩 手 県】 

【被災市町村】  

【国】 

施設整備 技術支援 人材支援 

・海岸保全施設等整備事

業、防災型シンボルロー

ド整備事業、緊急避難路

整備事業等 

・多重防災型まちづくり計画

策定支援事業(浸水範囲等

危険箇所の情報提供、海岸

保全基本計画の策定等) 

・復興まちづくり支援事業

(まちづくり、景観の専門

家等を派遣) 

「多 重 防 災 型 ま ち づ く り」 の 実 現 

具 体 的 取 組 

連 携 
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

№３  警察官緊急増員事業 
 

 事業目的 
 
東日本大震災津波により壊滅的な被害を受けた沿岸市町村において、良好な治安を確保す

るとともに復興過程における治安情勢の変化に対応するため、警戒・警ら及び初動捜査に係

る体制を強化。また、復興活動等の進行に伴う交通量の増大等に的確に対応し、円滑な道路

交通を確保。 

 

 事業主体 
 
 県 

 

 事業概要 
 
警察署や交番・駐在所の損壊又は流失、地域コミュニティの崩壊等による治安維持機能の

極めて憂慮すべき状況に対応するとともに、信号機等交通安全施設の復旧が長期化する中で、

復興対応車両等の増加に伴う渋滞や交通事故に対応するための警察官を緊急に増員すること

により 

(1) 被災地の安全・安心を確立するためのパトロール機能の強化 

(2) 被災地の交通の安全と円滑を確保するための体制の整備 

(3) 震災に乗じた犯罪の取締り強化のための体制の整備 

を実施。 
 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～  
 

 良好な治安の確保イメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災津波 

警察署 

交番 
駐在所 

地域コミュニティ 

損壊・流失・崩壊 

交通安全施設 
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整
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

№４ 三陸鉄道災害復旧事業 

 

 
 

甚大な被害を受けた三陸鉄道は、地域住民の通勤・通学、通院の重要な交通手段となって 

いるほか、観光等地域産業の振興のために重要な社会基盤であることから、国庫補助制度を

活用し早急に復旧を実施。 
 
 
 事業主体 
 
 国、県、市町村（復旧整備工事の事業主体は三陸鉄道㈱） 
 
 事業概要 
 
 復旧工事等が必要な個所等（被害状況） 

線名 区間 延長㎞ 
被害箇所数 

駅舎 線路 橋梁 その他 合計 

北リアス線 宮古～久慈 71 1 38 15 16 70 

南リアス線 盛～釜石 37 4 96 20 127 247 

計 108 5 134 35 143 317 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 

 三陸鉄道の被災状況と復旧 
       
  

 事業目的 

１ 

４ 

３ 

２ 
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

№５ 湾口防波堤等整備事業 
 

 事業目的 
 
甚大な被害を受けた各港湾所在市の復興のため、第一線堤としての防災施設である湾口防

波堤等の復旧・整備を促進。 

 事業主体 
 
 国 

 事業概要 
 
津波によって倒壊した釜石港、大船渡港湾口防波堤の早期復旧と現在整備中の久慈港湾口

防波堤、宮古港竜神崎防波堤の整備を促進。 

(1) 湾口防波堤の復旧  ２箇所（釜石港、大船渡港） 

(2) 湾口防波堤等の整備 ２箇所（久慈港、宮古港） 

 実施期間 
 
 平成 22 年度 ～ 

 湾口防波堤等の復旧・整備 

 

久慈港 

湾口防波堤 

釜石港 

湾口防波堤 

大船渡港 

湾口防波堤 

宮古港 

竜神崎防波堤 

釜石港 湾口防波堤（被災前） 

（被災後） 
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

№６ 広域防災拠点整備事業 
 

 事業目的 
 
 東日本大震災津波における災害対応の検証を踏まえ、大規模災害に対応可能な防災体制を

構築するため、災害予防対策、災害応急対策の拠点として機能する広域的な防災拠点を整備。 

 事業主体 
 

 国、県、市町村 

 事業概要 
 
災害時において、物資受入・集配、応急要員の集結・宿泊、被災者用物資・資機材の備蓄、

広域医療搬送等の機能を有する広域的な防災拠点等を整備。 

 実施期間 
 
 平成 24 年度 ～ 平成 26 年度 整備構想策定、整備基本計画・実施計画策定 

 平成 27年度 ～ 平成 29 年度 整備 

 広域防災拠点整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域防災拠点 

○物資の受入・集配 

○応急要員の集結・宿泊 

○災害対策本部代替機能 

○広域医療搬送拠点機能 

○支援ヘリ集結・統制 
後方支援

基 地 

自動車・ヘリ 

による輸送・運搬 

中継基地 

自動車・ヘリ・航空

機による輸送・運搬 

中継基地 

後方支援
基 地 
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

№７ 防災拠点等再生可能エネルギー導入事業 
 

 事業目的 
 
 本県に豊富に賦存する太陽光、木質バイオマスなどの再生可能エネルギーを最大限に活用

するとともに、それらのエネルギーにより、県や市町村の庁舎、民間を含めた医療施設、福

祉施設、学校などにおいて一定のエネルギーを賄えるシステムの導入促進。 

 

 事業主体 
 
 県、市町村 

 

 事業概要 
 
再生可能エネルギー設備導入等推進基金を造成し、県や市町村の庁舎、民間を含めた医療

施設、福祉施設、学校などへの太陽光発電・蓄電池、太陽熱・地中熱利用、バイオマス利用

ボイラーなどの再生可能エネルギー利用設備の導入を推進。 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 28 年度 

 防災拠点や住宅・事業所等への再生可能エネルギーの導入イメージ 
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 「安全」の確保 Ⅰ 防災のまちづくり 

取組項目 故郷への思いを生かした豊かで快適な生活環境づくり 

№８ メモリアル公園等整備事業 
 

 事業目的 
 
東日本大震災津波の犠牲者を追悼、鎮魂するとともに、震災の経験や教訓を後世に語り継

ぎ、より安全で暮らしやすい地域を創り上げていくための防災意識の向上等を「防災文化」

として醸成し継承していくため、地域の防災拠点としての機能を兼ね備えたメモリアル公園

等を整備。 

 事業主体 
 
 国、県、市町村 

 事業概要 
 
 犠牲者の追悼、鎮魂や、震災の経験、教訓の継承、地域の防災拠点としての機能を兼ね備

えたメモリアル公園等の整備。 

 実施期間 
 
  平成 23 年度 ～ 平成 30 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

犠牲者の追悼、鎮魂 震災の経験、教訓の継承 地域の防災拠点 

メ モ リ ア ル 公 園 等 の 整 備 

メモリアル公園等のイメージ 

「防災文化」の醸成と継承 
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 「安全」の確保 Ⅱ 交通ネットワーク 

取組項目 災害に強い交通ネットワークの構築 

№９ 三陸復興道路整備事業 
 

 事業目的 
 
三陸沿岸地域の復興と安全・安心を確保するため、災害時等における確実な緊急輸送や代

替機能を確保するとともに、水産業等の復興を支援する災害に強く信頼性の高い道路ネット

ワークを構築。 

 事業主体 
 
 国、県 

 事業概要 
 

(1) 復興道路 

 三陸沿岸地域の縦貫軸と内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸の高規格幹線道路等の整備

を促進 

 

 

 

 

(2) 復興支援道路 

 内陸部から三陸沿岸各都市にアクセスする道路及び横断軸間を南北に連絡する道路、イ

ンターチェンジにアクセスする道路について、交通隘路の解消や防災対策、橋梁耐震化等

を推進 

 

 

 

 

 

 
 
(3) 復興関連道路 

 三陸沿岸地域の防災拠点(役場、消防等)や医療拠点(二次･三次救急医療施設)へアクセス

する道路及び水産業の復興を支援する道路について、交通隘路の解消や防災対策、橋梁耐

震化等を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 30 年度 

 

【縦貫軸(三陸沿岸地域の各都市間を連絡する高規格幹線道路等)】 

①三陸縦貫自動車道 ②三陸北縦貫道路 ③八戸・久慈自動車道 

【横断軸(内陸部から三陸沿岸地域へアクセスする高規格幹線道路等)】 

①東北横断自動車道釜石秋田線 ②宮古盛岡横断道路(国道 106 号) 

 

【防災拠点・医療拠点へのアクセス道路】 

①(主)軽米種市線 ② (主)野田山形線 ③(一)田野畑岩泉線 ④(一)普代小屋瀬線 

⑤(主)宮古岩泉線 ⑥[県代行]宮古市道北部環状線 ⑦(一)宮古山田線  

⑧(主)大槌小国線 ⑨(主)釜石遠野線  

【水産業の復興を支援する道路】 

①(一)角ノ浜玉川線 ②(一)侍浜夏井線 ③(一)野田長内線 ④(主)岩泉平井賀普代線 

⑤(一)崎山宮古線 ⑥(主)重茂半島線 ⑦(一)吉里吉里釜石線 ⑧(一)桜峠平田線 

⑨(一)吉浜上荒川線 ⑩(一)崎浜港線 ⑪(主)大船渡綾里三陸線 

⑫(主)大船渡広田陸前高田線 ⑬(一)碁石海岸線 ⑭(一)長部漁港線 

【横断軸(内陸部から三陸沿岸地域の各都市等にアクセスする道路)】 

 ①国道 395 号 ②国道 281 号 ③(主)戸呂町軽米線 ④(主)軽米九戸線 ⑤国道 455 号 

 ⑥国道 396 号 ⑦国道 283 号 ⑧国道 107 号 ⑨国道 397 号 ⑩国道 343 号  

⑪国道 284 号 ⑫国道 342 号  

【縦貫軸(横断軸間を南北に連絡する道路)】 

①国道 340 号 ②(主)久慈岩泉線 

【インターチェンジへのアクセス道路】 
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 「安全」の確保 Ⅱ 交通ネットワーク 

 

          

復興道路 復興支援道路 

復興関連道路 

：供用済区間 

：未供用区間 

三陸復興道路整備事業ネットワーク図 

盛岡市 

久慈市 

宮古市 

釜石市 

大船渡市 

陸前高田市 

宮古盛岡横断道路 

東北横断自動車道釜石秋田線 

八
戸
・
久
慈
自
動
車
道 

三
陸
北
縦
貫
道
路 

三
陸
縦
貫
自
動
車
道 

東
北
縦
貫
自
動
車
道
弘
前
線 

東北縦貫自動車道 

八戸線 

東北横断自動車道 

釜石秋田線 

東北縦貫自動車道 

弘前線 



 

76 

 

 「暮らし」の再建 Ⅰ 生活・雇用 

取組項目 被災者の生活の安定と住環境の再建等への支援 

№10  被災者台帳システム整備及び運用支援事業 

 事業目的 
 
 市町村における被災者の需要に応じた多種多様な生活再建支援が、一人の取り残しもなく

円滑かつ効率的に実施できるよう、被災者情報を共有するための基盤システムを構築。 

被災により行政機能が低下した市町村に代わり、県が主体となりシステム構築を行うとと

もに運用支援を実施。 

 事業主体 
 
 県、市町村 

 事業概要 
 
(1) 被災者台帳システムの構築・市町村への提供 

県が主体となり、被災者の生活再建支援に必要な基礎データを加工・登録した基盤シス

テムを構築し、各市町村に提供 

(2) 各種支援情報の蓄積・支援策の実施 

  市町村では、各部署が保有する被災者情報や各種支援の実施状況を登録のうえ共有化し、

被災者の生活再建支援を進めるとともに、システムの統計情報を活用し県における各種施

策に反映 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 28 年度 

 

 岩手県被災者台帳システム概要 
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 「暮らし」の再建 Ⅰ 生活・雇用 

復興本部

（復興局）

被災者

相談・問合せ 相談・問合せ

問題解決
情報発信

問題解決
情報発信

情報収集 情報収集

相談支援・情報提供相談支援・情報提供

共有情報・
ナレッジの蓄積

共有情報・
ナレッジの蓄積

相談ニーズの集約・把握

被災者支援施策に反映

県民生活センター

福祉総合相談センター

県庁各部局

ハローワーク

県社会福祉協議会

地域包括支援センター

依頼

派遣
消費者庁
専門家派遣事業

連携・
情報共有

市町村

情報共有の場の提供・問題解決支援

現場の声・被災者の生の声の提供

【対応者】
生活支援相談員、これくら、保健師、仮設

住宅団地支援員、ＮＰＯ、ボランティア、

民生委員 等

【相談の拠点（例示）】

仮設住宅 在宅

集会所・談話室

高齢者サポート拠点

被災者に寄添った

相談体制

【対応者】
相談員、振興局各組織職員、弁護士、司

法書士、建築士、ファ イナンシャル・プラン

ナー、土地家屋調査士 等

被災者支援地区センター（仮称）

久 慈 宮 古

釜 石 大船渡

振興局相談窓口

連携・情報共有連携・情報共有

連携・情報共有

取組項目 被災者の生活の安定と住環境の再建等への支援 

№11  総合的被災者相談支援事業 
 

 事業目的 
 
 被災者の生活再建に向けて、今後ますます多様化することが予想される被災者からの相

談・問い合わせに一元的かつ柔軟に対応するため、関係機関との緊密な連携のもと、県北・

沿岸広域振興局（久慈、宮古、釜石及び大船渡）を中心拠点とする新たな総合的被災者相談

支援体制を構築。 

 

 事業主体 
 
 県 

 

 事業概要 
 
久慈、宮古、釜石及び大船渡の各地区に「被災者相談支援センター」を設置し、次の事業

を展開。 

(1) 被災者に寄添った多様な相談主体との連携・情報共有を県がコーディネート 

(2) 振興局相談窓口の充実強化 

(3) 積極的・効果的な情報発信と支援施策の立案 

(4) 被災者一人ひとりの復興計画づくり支援 

 

 実施期間 
 
 平成 23年度 ～ 平成 28年度 

 

  
 総合的被災者相談支援体制 
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 「暮らし」の再建 Ⅰ 生活・雇用 

取組項目 被災者の生活の安定と住環境の再建等への支援 

№12  被災者住宅再建支援事業 

 事業目的 
 
 震災により、住宅が全壊する等、県内で生活基盤に著しい被害を受けた被災世帯の多くが

希望している住み慣れた地元での「持ち家」による住宅再建を促進し、早期の生活再建を支

援。 

 事業主体 
 
 県、市町村 

 事業概要 
 
(1) 補助対象者 

次の２つの要件をいずれも満たしている被災者（世帯主） 

① 岩手県内において、平成 23 年東日本大震災津波により、その居住する住宅が全壊又

は半壊解体して被災者生活再建支援金の基礎支援金を受給していること。 

② 県内に自宅を建設又は購入して加算支援金（建設・購入）を受給していること。 

(2) 補助率 

市町村が補助対象者に支給する補助額の 2/3 の金額 

（複数世帯は限度額 66.6 万円、単数世帯は限度額 50 万円） 

世帯区分 補助額 
（内訳） 

県分 市町村分 

複数世帯 100 万円 66.6万円 33.4万円 

単数世帯 75 万円 50 万円 25 万円 

 

 実施期間 
 
 平成 24 年度 ～ 平成 28 年度 

 事業推進イメージ 
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 「暮らし」の再建 Ⅰ 生活・雇用 

取組項目 被災者の生活の安定と住環境の再建等への支援 

№13 災害復興公営住宅等整備事業 
 

 事業目的 
 
東日本大震災津波により住宅を失った被災者の居住の安定を図るため、被災者用の恒久的

な住宅を供給。 

 

 事業主体 
 
 県、市町村、民間企業 

 

 事業概要 
 
(1) 被災者の生活再建と地域の復興に寄与する安全で良質な災害復興公営住宅の整備を実

施 

(2) 民間事業者を活用した災害復興型地域優良賃貸住宅等の整備を促進 

(3) 公的賃貸住宅団地における高齢者生活支援施設等の整備を促進 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 27 年度 

 

 

 

応急仮設住宅 

災害復興公営住宅 

イメージ（ＲＣ造） 

イメージ（木造） 

住住宅宅復復興興ののイイメメーージジ  

避難所 応急仮設住宅 

災害復興公営住宅 等 

被災者が自ら住宅を確保 

被災から住宅確保までの流れ 

住宅 
被災 
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 「暮らし」の再建 Ⅰ 生活・雇用 

取組項目 雇用維持・創出と就業支援 

№14  緊急雇用創出事業臨時特例基金 
 
 事業目的 

被災地における雇用の維持・創出を行うため、当該基金を活用した緊急雇用創出事業を実
施。 
今般の震災に対応した雇用対策として、沿岸地域においては、生活再建に向けた各種相談

や就業支援を行うとともに、緊急雇用創出事業や復興需要を活用した雇用の下支えを図りな
がら、水産業を軸として広範な産業支援策の実施による雇用の確保。 
また、内陸部においては、基金を活用した雇用創出や、産業振興を通じた雇用の受け皿づ

くりを進め、もって、「雇用の創出と就業の支援」、「地域経済の復旧・復興」を推進。 

 事業主体 

 県 

 事業概要 

○雇用創出の取組 
・復旧期⇒新雇用対策基金（災害対応）、各種助成金を活用した「つなぎ」としての失業者へ

の支援と雇用維持 
・復興期⇒産業振興による雇用創出の促進、補完的な雇用下支え 
 

 実施期間 

 平成 22 年度 ～ 平成 27 年度 

 雇用対策・創出に係る取組イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

復旧期（Ｈ23～24） 
・雇用保険給付、雇用調整助成金、基金訓練等に

よる被災者の生活維持 

・生活・就労支援の重点的実施 

・雇用対策基金を活用した行政による雇用創出 

・災害復旧事業等による雇用拡大 

復興前期（Ｈ25～26） 
・水産業、食産業等の復興による雇用創出 

・求職者等への職業訓練制度の活用 

・失業者に対する雇用創出 

復興後期（Ｈ27～28） 
・水産業、食産業等の本格復興による雇用創出 

・沿岸地域から移動した労働者の回帰 

・求職者等への職業訓練制度の活用 

・失業者に対する雇用創出 

当面の失業者支援、雇用の下支え 

内陸部での雇用の受け皿づくり 

産業振興による雇用創出 

雇用の補完的下支え 

 

本格的な産業振興による雇用創出 

自律的な地域経済の再生 

 
当面の雇用維持 

 

○災害による雇

用調整助成金・

雇用保険給付の

特例措置の活用 

等 

 ★ 沿岸部を中心に生活・就労支援（就業支援員、ジョブカフェ、地域ジョブカフェ、いわて求職者個別支援モデル事業） 

 ★ 再就職に向けた職業訓練 

雇用対策基金に

よる雇用創出 

 

○内陸市町村によ
る雇用対策基金を

活用した沿岸支援 

○沿岸市町村の雇
用対策基金事業の

拡充 

内陸型地域産

業クラスター

の強化（自動車・

半導体・医療） 

沿岸型地域産

業クラスター

の形成（水産・食

産業、コネクタ、医

療） 

内陸での雇用創出 

⇒ 産業振興、雇用対策基金 

行政による雇用創出 

雇用対策基金（災害対応）の拡充の要望 

産業振興による雇用創出 

沿岸型の産業振興と雇用のパッケ

ージ型支援による雇用創出 

事業復興型雇用創出事業による支援 

 

内陸と沿岸

の地域特性 

を生かした 

 

バランスの

とれた 

 

経済・雇用 

環境の創造 
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 「暮らし」の再建 Ⅰ 生活・雇用 

修繕 

取組項目 雇用維持・創出と就業支援 

№15  職業訓練施設災害復旧整備事業 
 

 事業目的 

 東日本大震災津波により被災した職業能力開発施設（県立校及び認定校）について、施設・

設備の復旧を行い、職業訓練環境を整備。 

 事業主体 

 県、市、職業訓練法人 

 事業概要 

 (1) 公共職業能力開発施設災害復旧事業（県立校） 

  【平成 23 年度】 産業技術短期大学校（本校） 

    千厩高等技術専門校 

 (2) 認定職業訓練施設災害復旧事業（認定校） 

  【平成 23 年度】 釜石高等職業訓練校（釜石市） 

気仙高等職業訓練校（大船渡市） 

一関高等職業訓練校（一関市） 

【平成 24年度～平成 26年度】 陸前高田高等職業訓練校（陸前高田市） 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 26 年度 

 職業訓練施設の復旧イメージ 
  
 

 

  

被災訓練施設 施設復旧・訓練再開 
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 「暮らし」の再建 Ⅱ 保健・医療・福祉 

取組項目 災害に強く、質の高い保健・医療・福祉提供体制の整備 

№16 被災地医療施設復興支援事業 
 

 事業目的 
 

東日本大震災津波により壊滅的な被害を受けた沿岸地域の医療機関の移転整備を支援。 

 

 実施主体 

県、民間医療機関 

 

 事業概要 
 
⑴ 民間医療機関の移転整備に対する補助 

ア 対 象 施 設 ：東日本大震災津波により全壊・大規模半壊の被害を受けた医療機関 

イ 補助対象経費：施設移転及び移転に付随する医療機器の再取得等の再建に要する経費 

ウ 補  助  率：3/4 

⑵ 県立病院の移転整備に対する補助 

 被災した沿岸部の県立病院の整備への支援 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度～平成 27年度 

 

 事業推進イメージ 

 

 

 

 

 

復旧・復興 

支援 

建物の移転等 医療機器の再取得 

被災 
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 「暮らし」の再建 Ⅱ 保健・医療・福祉 

取組項目 災害に強く、質の高い保健・医療・福祉提供体制の整備 

     健康の維持・増進、こころのケアの推進や要保護児童等への支援 

№17 被災地健康維持増進事業 
 

 事業目的 
 
被災者の健康の維持増進を図るため、被災地域の健康課題の分析評価及び対策に関する検討結

果に基づき、保健活動等の支援や住民の自主的な健康づくり活動を支援。 

 事業主体 
 
 県 

 事業概要 
 
⑴ 岩手県被災地健康支援事業運営協議会事業：被災地の健康課題分析、健康支援対策検討 

⑵ 被災地保健活動等支援事業：内陸部等からの保健師、栄養士等の派遣による保健活動、

食生活・栄養支援活動等の支援 

⑶ 被災地健康支援人材確保・育成支援事業：被災者への健康支援活動に従事する保健師や

栄養士等のスキルアップ支援及び市町村が保健師等を臨時的に雇用する経費の補助 

⑷ 住民の自主的な健康づくり活動支援事業：健康に関する学習会や健康調理教室等の開催 

⑸ 被災者食生活バックアップ事業：生活習慣病予防のための減塩バランス料理教室等の開催 

⑹ 被災者健康づくりサポート事業：市町村が行う応急仮設住宅入居者等を対象とした健康

づくり事業に要する経費の補助 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 事業推進体系図 

 

 

在宅 

みなし仮設住宅 応急仮設住宅 

  

市  町  村 

 等 

 
 

 

 

 

 

  

岩  手  県 

被災地健康維持増進事業 

 

スキルアップ支援・ 

人材確保支援 

 

内陸市町村・
保健所・ 

民間団体等 

保健師等派遣支援 

派遣要請 

岩手県被災地健康支援事業 

運営協議会 

 

 

 

 
健康づくり事業

に係る経費補助 

 

 

住民の自主的な 

健康づくり活動支援 

生活習慣病予防の 

ための料理教室 

被 災 者 
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 「暮らし」の再建 Ⅱ 保健・医療・福祉 

取組項目 災害に強く、質の高い保健・医療・福祉提供体制の整備 

№18 ドクターヘリ運航事業 
 

 事業目的 
 
本県における救急医療体制の一層の高度化を図るため、平成 24 年度からドクターヘリの運航を

実施。 

 

 事業主体 
 
 民間等（岩手医科大学）、県、市町村（消防本部） 

 

 事業概要 
 
平成 23 年度の基地ヘリポート整備、運航要領の策定等の準備作業を踏まえ、平成 24年度にド

クターヘリの運航を開始。 

  【基地病院】岩手医科大学附属病院 

  【基地ヘリポート整備地】岩手医科大学矢巾キャンパス 

  【運航方式】「発進基地方式」（現岩手医大附属病院の敷地内及び近隣地域は市街地であり、

ヘリポート整備が困難であるため、郊外に基地ヘリポートや関連施設（「発進基

地」）を整備し、併せて、岩手医大附属病院の近隣にヘリが着陸し、救急車に患者

の引継ぎを行う地点を複数確保して運航。） 

 

 実施期間 
 
   平成 24 年度 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 
⑤医師、看護師、運航 

ｽﾀｯﾌは、患者引継後 

直ちに基地に戻る 

救急現場 

被災地 
②救急現場や被災地で現地消防

と合流。傷病者に処置のう

え、ヘリに乗せて発進。 

発進基地 

（医大 矢巾キャンパス） 

※医大の医師・看護師が待機 

③岩手医大近隣の場外離着陸場（盛

岡東署屋上等）に着陸し、傷病者

を受入医療機関に引継ぎ。 
岩手医大にて患者受入 

 

岩手県ドクターヘリ運航方式（岩手医大に搬送する場合） 

①消防からの要請に応じ、 

直ちに発進 
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 「暮らし」の再建 Ⅱ 保健・医療・福祉 

取組項目 健康の維持・増進、こころのケアの推進や要保護児童等への支援 

№19 児童養育支援ネットワーク事業 
 

 事業目的 
 
東日本大震災津波により保護者を失うなどした要保護児童の状況を継続して把握し、安定

した家庭的な環境の下で養育されるよう支援するとともに、被災した児童の心のケア等を行

い、健やかな成長を促進。 

また、被災孤児の養育者やひとり親家庭となった保護者に対して、各種支援制度やサービ

スの情報提供を実施。 

 事業主体 
 
 県 

 事業概要 
 
(1) 要保護児童（被災孤児・遺児）の状況把握及び相談、情報提供 

(2) 被災児童のこころのケアを図るため、身近にいる支援者（保護者、保育所職員等）に対

する研修会を実施 

(3) 被災孤児の養育者やひとり親家庭となった保護者に対して、各種支援制度やサービスの

情報提供を実施。また、生活全般にわたる相談対応や震災を契機とする新たな里親の支

援を実施 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～  

 被災児童の総合的な支援イメージ 

 

 
 

養育者・ひとり親家庭の保護者 

② こころのケア ① 実態把握 ③ 生活支援 

被災孤児・遺児 

・被災孤児・遺児の状況
調査、相談対応 
・養育者の選定 
・里親委託 

連携 

・子どものこころのケアセ
ンターの設置 
・研修会・講座の開催 
・遊びの場の提供 

・情報提供(制度・ｻｰﾋﾞｽ) 
・生活全般の相談 
・親族里親等の支援 
 

取
組
内
容 

実
施
体
制 

児童相談所・県庁児童家庭課、各広域振興局 

県臨床心理士会、日本ユニセフ協会ほか 県社協、県里親会ほか 

市町村 
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 「暮らし」の再建 Ⅱ 保健・医療・福祉 

取組項目 健康の維持・増進、こころのケアの推進や要保護児童等への支援 

№20 こころのケアセンター等設置運営事業 
 

 事業目的 
 
今回の未曽有の災害にあって、辛い経験をされたことにより精神的負担を抱えている被災住民

に対し、精神的負担を解決するため、被災直後から長期にわたる専門的なケアを実施。 

 

 事業主体 
 
 県 

 事業概要 
 
 継続して中長期的にこころのケア対策を推進するため、全県の中核となる「岩手県こころ

のケアセンター」を設置するとともに、沿岸４地域には地域におけるこころのケア対策を推

進する「地域こころのケアセンター」を設置。 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 30 年度 

 岩手県こころのケア推進体制図 

 

 

 

地域こころのケアセンター（沿岸の各保健医療圏域に設置） 

震災こころの相談室（地域における相談・診察拠点） 

大船渡保健所 釜石保健所 宮古保健所 久慈保健所 

大船渡市 

被 災 住 民 

釜石市 大槌町 山田町 宮古市 野田村 
陸前 

高田市 

相談対応 

※地域のこころのケア活動の調整及び支援 

※こころのケアに係る

専門的支援・人材養成

等 

支援 

支援 

※こころのケア推進の全体調整 

訪問相談 

岩手県こころのケアセンター 

県庁・障がい保健福祉課 精神保健福祉センター 

※こころのケア推進の専門研修の企画実施等 
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 「暮らし」の再建 Ⅲ 教育・文化 

取組項目 きめ細かな学校教育の実践と教育環境の整備・充実 

№21 いわて子どものこころのサポート事業 
 

 事業目的 
 
 東日本大震災津波により、心にダメージを受けた児童生徒の心のサポートのため、臨床心

理士等で構成する「いわて子どものこころのサポートチーム」を結成し、組織的・継続的に

支援。 

 事業主体 
 
 県、市町村 

 事業概要 
 

(1) 【教員研修】地域の実態やニーズに対応した教員研修の実施 

(2) 【人的支援等】臨床心理士等によるきめ細かな心のサポートの継続 

(3) 【心とからだの健康観察】児童生徒一人ひとりの経年変化がわかる資料の提供 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 30 年度 

 事業推進イメージ 
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 「暮らし」の再建 Ⅲ 教育・文化 

取組項目 きめ細かな学校教育の実践と教育環境の整備・充実 

№22  いわての復興教育推進事業 
 

 事業目的 
 
今回の被災体験を踏まえ、各学校それぞれの状況に応じて、子どもたち自らの未来を切り

拓く力を育むとともに、県内の全ての小・中学校が心を一つにして震災を見つめ、本県の復

興を担う「ひとづくり」を進めていくため、計画的、実践的な教育プログラムを作成・普及

し、「いわての復興教育」を推進。 

 

 事業主体 
 

 県、市町村 

 

 事業概要 
 
「いわての復興教育」を推進するため、一つの共通した考えのもと、防災教育、健康教育

をはじめ、ボランティア教育やキャリア教育、道徳教育などの側面等、多様な切り口で、将

来の岩手を担う人材の育成に資する教育プログラムを作成。 

また、復興教育の基本的な考え方に基づいた教育を全県共通理解のもとに進めていくため、

実践事例等を収集し、事例の紹介や交流を通して教育内容の充実が図られるよう、各学校の

取組を支援。 

 

 実施期間 

平成 23 年度 ～ 平成 27 年度 
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 「暮らし」の再建 Ⅲ 教育・文化 

取組項目 文化芸術環境の整備や伝統文化等の保存と継承 

№23 文化財レスキュー事業 
 

 事業目的 
 

東日本大震災津波により被災し、海水や泥にまみれた古文書や土器等の文化財を次代へ遺

すために、県立博物館が中心となって緊急的にレスキューするとともに、今後、洗浄やカビ・

腐敗防止を施しながら保存・復元処理を推進。 

なお、保存・復元処理に当たっては、県立博物館及び埋蔵文化財センターの専門職員を中

心に行うが、処理する文化財の数量が多量であるため、緊急雇用事業を活用して人材を確保

し、処理等を推進。 

 事業主体 
 
 県、岩手県文化振興事業団 

 事業概要 
 

(1) 【県立博物館】 

古文書・生物標本等の洗浄・復元・保存処理 

(2) 【埋蔵文化財センター】 

土器等遺物の洗浄・復元処理 

 実施期間 

 平成 23 年度 ～ 平成 24 年度（埋蔵文化財センター事業は平成 23年度で終了） 

 事業推進イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

実 施 主 体 

県立埋蔵文化財ｾﾝﾀｰ 県立博物館 

生 涯 学 習 文 化 課 

被災した県内博物館等 

【陸前高田市立博物館所蔵品・図書館古文書等】 

【大槌中学校で保管中の土器等遺物】 

岩手県文化振興事業団 

（指定管理業務、学芸業務・管理運営業務）

委託） 

文化財レスキュー委託 

レ
ス
キ
ュ
ー 

大槌町土器 

陸前高田市博物館土器 

救
援
要
請 

レ
ス
キ
ュ
ー 陸前高田市 

図書館古文書・行政文書 

博物館生物標本等 

市
町
村
博
物
館
等 

に
よ
る
支
援 
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 「暮らし」の再建 Ⅲ 教育・文化 

取組項目 スポーツ・レクリエーション環境の整備 

№24  海洋型スポーツ・レクリエーション拠点施設整備事業 
 

 事業目的 
 

 海洋性野外活動のセンター機能をはじめ、被災した子どもたちの心のサポート機能、防災

拠点機能等を併せ備えた施設を整備。 

 事業主体 
 
 県 

 事業概要 
 

東日本大震災津波により甚大な被害を受けた県立高田松原野外活動センターに代わる施設

として、次の機能を備えた拠点施設を整備。 

(1) 海洋性野外活動機能 

 (2) 集団宿泊研修機能 

 (3) スポーツ合宿機能 

 (4) 子ども支援機能 

 (5) 防災拠点機能 

 実施期間 

 平成 23 年度 ～ 平成 30 年度 

 事業推進イメージ 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋型 

スポーツ・レクリエーション拠点施設 

防災拠点機能 

・食糧、水、毛布等の備蓄スペース確保 

 ・再生可能エネルギーの活用 

海洋性野外活動機能 

・海水浴 

・ヨット、カヌー等 

集団宿泊研修機能 

・学校教育活動 

・子供会や地区活動にも対応 

スポーツ合宿機能 

・あらゆる競技に対応 

・温暖な気候を利し、年間を通じた合宿が可能 

子ども支援機能 

・子どもたち同士の触れあい、交流 

・休日等のボランティアとの触れあい 

・臨床心理士による継続的なカウンセリング 

○研修施設 

○体育館 

○キャンプ場 

○多目的運動広場 

○テニスコート など 

国や市町村、 

関係団体等との連携 
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 「暮らし」の再建 Ⅳ 地域コミュニティ 

取組項目 地域コミュニティの再生・活性化 

№25 新しい公共による地域コミュニティ支援事業 
 

 事業目的 
 被災者の「暮らし」の再建や被災地の復興に向けた様々な課題に対応するためには、地域

コミュニティの力を最大限発揮できるようにすることが必要である。 

一方で、発災直後から国内外から多くのボランティアが被災地に赴き、被災市町村、被災

住民と連携した復旧、復興活動を行っており、ＮＰＯ、企業、市町村等、多様な活動主体に

よる「新しい公共」が果たす役割が非常に大きくなっている。 

このようなことから、応急仮設住宅などの避難先において住民相互のコミュニケーション

を活性化させる取組や従前の地域コミュニティを維持するための取組、さらには「新しい公

共」による地域コミュニティの再生・活性化に向けた取組を強力に支援。 

 

 事業主体 
 
 県、市町村、ＮＰＯ・企業等 

 

 事業概要 
 
(1) 被災地のコミュニティ復興に向けた集落や自治会の地域づくり活動、コミュニティ維持

のための集会施設の修繕や再整備に対して補助金を交付 

(2) ＮＰＯ、企業など「新しい公共」の担い手が、行政などと協働・連携して地域課題の解

決にあたり民間非営利組織が実施するモデル事業のうち、震災から復旧・復興に向けた取

組に対し補助するとともに、ＮＰＯ等の活動基盤の整備を行うための事業を実施 

 

 実施期間 
 
 平成 22年度 ～  

 

 地域コミュニティの再生・活性化策 

   

 地域コミュニティ活動をリード・サポートする人材の育成支援
 イベント開催などの地域づくり活動の支援
 地域コミュニティ再生に向けたプラン作成・実践活動、コミュニティ間の連携、広域的な取組への支援
 高齢者や障がい者の生活を支援する体制づくりを推進
 伝統文化等地域資源を生かした地域づくり活動の支援

復興後の新たな町での地域コミュニティの再生

震災前の地域コミュニティ 避難施設、応急仮設住宅等での避難生活

「新しい公共」の担い手であ
るNPOや企業等が主体と

なって取り組む
復興活動を支援

支
援

地域コミュニティ

郷土芸能

地域リーダーと
集会施設等

子ども会

老人クラブ

消防団

商工会

PTA

 従前の地域コミュニティに配慮し
た仮設住宅入居の促進

 コミュニケーション維持のための
仮設集会施設等の整備支援

 高齢者や障がい者等の孤立化
の防止や必要な福祉サービスを
受けられる体制を構築

 障がい者の就労支援等

集会施設等

 

 応急仮設住宅等での避難生活 
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 「暮らし」の再建 Ⅳ 地域コミュニティ 

取組項目 地域コミュニティの再生・活性化 

№26 生活福祉資金貸付推進事業 
 

 事業目的 
 
応急仮設住宅等で生活する被災者の「いのち」と「生活」を共に支え、被災者一人ひとり

の異なる個別のニーズに対応し、様々な相談に総合的に応じ、被災者が安心して生活できる

よう生活支援相談員を配置し、被災者の生活再建と地域の復興を推進。 

 

 事業主体 
 
 社会福祉協議会 

 

 事業概要 
 
(1) 被災者の生活再建を支援するため、応急仮設住宅等を巡回し、被災世帯の見守りや相談

支援に応じる「生活支援相談員」を配置 

(2) 配置に当たっては、仮設住宅戸数や徒歩圏域等の距離などを勘案し、配置人数を設定 

(3) 集会所や談話室等を活用したコミュニティの創生及び再生の支援 

(4) 被災者の様々な相談に応じて、必要な福祉サービス等の利用援助を行うほか、高齢者等

の安否見守り、自治会活動の支援、民生委員や地域福祉活動コーディネーター及び他の専

門機関等と連携・協働した被災者の生活再建と地域の復興を推進 

(5) 地域の実情に応じて、関係者と情報共有等を行う運営協議会等を設置 
 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 生活支援相談員配置のイメージ 

      

生活支援相談員

仮設団地 自宅等みなし仮設

【ニーズ】

見守り、買物・外出
支援、ゴミ出し、墓
参の付添、話し相
手、雪かきなど

【生活支援相談員】 【民 生 委 員】

◆生活支援相談員は、応急仮設住宅等を巡回し、地域住民の生活ニーズの掘り起こしを行い、生活支援

相談等に応じることにより、被災地の復興の一翼を担うため、社会福祉協議会に配置。

生活福祉資金相談、安否確認・見守り、
ニーズ調査（電子化）⇒地域福祉活動
コーディネーター、専門機関等へのつな
ぎ、サロン活動の支援など

安否確認・見守り、相談支援、サロン活動
の支援など

連携

【被 災 者】
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 「暮らし」の再建 Ⅳ 地域コミュニティ 

取組項目 地域コミュニティの再生・活性化 

№27 いわて公募型復興企画推進事業 
 

 事業目的 
 
 東日本大震災津波からの復旧復興については、行政の役割に期待されているところが大き

いものの、それだけでは不十分であることから、いわて未来づくり機構における「いわて三

陸 復興のかけ橋」プロジェクトとして、国内外から復興のアイディアや資金等を募り被災地

で実現することにより、内外に開かれた復興を図る取組を実施。 

 

 事業主体 
 
 県、岩手県立大学（いわて未来づくり機構） 

 

 事業概要 
 
公募サイトにより復興企画の募集及び被災地のニーズ把握を行い、次の２つの手法により

マッチング支援等を実施。 

(1) 国内外から広く復興のアイディアを求め、ブラッシュアップし実行支援を行う「企画提

案型」 

(2) 復興に向けた取組の地元ニーズをとらえ、支援者とマッチングする「ニーズ型」 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 24 年度 

 「いわて三陸 復興のかけ橋」プロジェクトのスキーム・イメージ 
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 「暮らし」の再建 Ⅴ 市町村行政機能 

取組項目 行政機能の回復 

№28 被災市町村行政機能支援事業 

 

 事業目的 

被災市町村が早急に十分な行政サービスを提供することが可能となるよう、行政機能の回

復のために、人的支援や技術的助言などを実施。 
 

 事業主体 
 
 県、市町村 

 

 事業概要 

(1) 本県職員の派遣による人的支援のほか、県市長会、県町村会、総務省等関係機関の協力

を得ながら、県内外の市町村及び他県からの職員派遣に係る調整を実施 

(2) 住民基本台帳等の基礎的資料の整備や、住民サービスを行う公的機関の早期復旧に向け

た支援を実施 

(3) 本庁舎に壊滅的な被害を受けた市町村等の行政機能の応急の復旧のために必要な仮庁  

舎の建設や、住民基本台帳システム等被災者の支援に関する情報システムの復旧等のため

の補助を実施 

(4) 被災市町村が復興計画の策定や復興事業の実施を行う際に、技術的な助言を実施 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～  

 

 行政機能の回復 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の構築 

№29  共同利用漁船等復旧支援対策事業 
 

 事業目的 
 
 漁業生産の根幹である漁船が多数甚大な被害を受けたことから、被災した漁船・定置網等

を復旧し、漁業生産活動の早期再開を図るため、漁業協同組合等が行う漁船・定置網等の導

入を支援。 

 

 事業主体 
 
(1) 共同利用小型漁船建造事業 

漁業協同組合（激甚災害法に基づく認定漁協に限る） 

(2) 共同利用漁船等復旧支援対策事業 

漁業協同組合、漁業協同組合連合会、漁業生産組合等（法人格を有するものに限る） 

 

 事業概要 
 
(1) 共同利用小型漁船建造事業 

ア 補助対象  被災した５ｔ以下の漁船の所有者が共同利用する漁船の建造費（船体、

機関、設備） 

イ 負担区分  県 7/9（うち国負担 3/9） 市町村 1/9 事業主体 1/9 

(2) 共同利用漁船等復旧支援対策事業 

ア 補助対象  新造船、中古船の取得・修繕費（船体、機関、設備） 

定置網漁具の取得 

イ 負担区分  県 7/9（うち国負担 3/9） 市町村 1/9 事業主体 1/9 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 

 共同利用スキーム（仕組み） 
 
 

 

 

  

漁業協同組合等 

漁船等の 

一括整備 

漁業者 漁業者 漁業者 

共
同
利
用 

漁業者 漁業者 漁業者 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の構築 

 産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築 

№30  水産業経営基盤復旧支援事業 
 

 事業目的 
 
 養殖業の基盤である養殖施設や漁業生産関連施設、流通・加工施設など、漁業協同組合等

が有する共同利用施設の多くが流失、損壊するなど甚大な被害を受けたことから、これらの

生産基盤の復旧と生産能力の回復を図るため、共同利用施設の復旧・整備を支援。 

 

 事業主体 
 
市町村、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、漁業生産組合、水産加工業協同組合、 

水産加工業協同組合連合会 等 

 

 事業概要 
 
(1) 養殖施設復旧整備 

ア 補助対象  養殖施設（共同利用施設に限る）の復旧・整備費 

イ 負担区分  県 7/9（うち国負担 6/9） 市町村 1/9 事業主体 1/9 

(2) 共同利用施設復旧整備 

ア 補助対象  加工処理施設、冷蔵施設、荷捌き施設、漁船保全修理施設等の共同利用

施設の復旧・整備費 

イ 負担区分  県 7/9（うち国負担 6/9） 市町村 1/9 事業主体 1/9 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 

 養殖施設等の復旧・整備イメージ 
   

  

 

 

 

養殖施設の 

復旧・整備 

（共同利用施設に限る） 

 
共同利用施設の 

復旧・整備 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の構築 

 産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築 

№31  水産業共同利用施設復旧支援事業 
 

 事業目的 
 
 漁業協同組合等が有する水産業共同利用施設は、漁業生産から流通・加工関連施設まで、

その多くが流失、損壊するなど甚大な被害を受けたことから、水産物の生産・安定供給体制

の再構築を図るため、被災した水産業共同利用施設の復旧や、利用再開に必要な機器等の整

備を支援。 

 

 事業主体 
 
市町村、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合 等 

 

 事業概要 
 
(1) 補助対象  水産業共同利用施設の早期復旧に必要な機器等の整備費、施設本体の修繕

費、仮設等応急的な施設の整備費、仮設倉庫等のリース料など 

(2) 負担区分  県 7/9（うち国負担 6/9） 市町村 1/9 事業主体 1/9 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 

 共同利用施設の復旧・整備イメージ 
 
 

 

  

 

 

 

水産業共同利用施設の復旧、利用再開に必要な機器整備、施設の修繕等を支援 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築 

№32 製氷保管施設等早期復旧支援事業 
（うち製氷・貯氷施設回復支援事業） 

 

 事業目的 
 
 産地魚市場周辺の製氷・貯氷施設の大半が被災し、水揚物の鮮度保持に不可欠な氷の供給

機能が失われたことから、氷の供給機能を回復し、産地魚市場の早期再開と鮮度を保持した

安全・高品質な水産物の供給を図るため、製氷・貯氷施設の復旧・整備を支援。 

 

 事業主体 
 
市町村、漁業協同組合、漁業協同組合連合会 

 

 事業概要 
 
(1) 補助対象  製氷・貯氷施設（産地魚市場に氷を供給する施設に限る）の復旧・整備費 

(2) 負担区分  県 7/9（うち国負担 6/9） 市町村 1/9 事業主体 1/9 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 

 製氷・貯氷施設の復旧・整備イメージ 
 
  

 

 

 

魚市場に氷を供給する製氷・貯氷施設

の復旧・整備を支援 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築 

№33  中小企業等復旧・復興支援事業 
 

 事業目的 
 
複数の中小企業等が一体となって、サプライチェーンの回復、地域の産業集積、商業集積

機能の維持・再構築を図ることにより、地域経済の早期復旧・復興を推進。 

 

 事業主体 
 
 民間企業 

 

 事業概要 
 
被災地の中小企業等が一体となって復旧・復興を行う場合に、当該事業に不可欠な施設・

設備の復旧・整備に対して、国と県が連携して補助。 

 補助率：国 1/2、県 1/4（対象者が大企業の場合は国 1/3、県 1/6） 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～  

 

 補助による企業支援のイメージ 

 

 

        

 

   

 

 

       
 

Ａ社 Ｂ社 

Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 

共同施設・共同設備の設置、販路の共有化等 

新たな付加価値創出に向けた取組を支援 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築 

№34  産地パワーアップ復興支援事業 
 

 事業目的 
 
 東日本大震災津波により甚大な被害を受けた沿岸域の食品事業者が、被災前よりも強いサ

プライヤーとして復興するため、素材に近い低次加工で出荷するいわゆる「原料」の供給か

ら、産地で付加価値を高めた「商品」を供給できる産地づくりを推進。 

 

 事業主体 
 
 県 

 

 事業概要 
 
大手商社等のアドバイザーによる産地メーカー等の個別指導の実施 

(1) 製造体制強化指導 

 多様なニーズ・販売先に対応できる製造体制のレベルアップを図るため、加工場の設計、

動線を含む作業性の効率化、衛生管理を含む品質管理（ソフト面）体制などを事業者ニー

ズに合わせて指導 

(2) 商品・販売ルート開発指導 

製品ロスの改善と収益性の向上を図るため、マーケットニーズに合わせた商品設計、商

品開発、販売ルート開拓を指導 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 26 年度 

 

 事業推進イメージ 
 
 

  

○これまでは農林水産物等を素材に近い低次加工品のまま消費地に出荷するのが大半で
あり、「モノ＝資源」を持たないマーケットに需給調整を委ねる受身の姿勢。 

○「モノ」に近い「産地」が、「販売先」と連携してそれぞれのニーズを満たす商品（高
付加価値化＝収益性の高い商品）を「産地」で製造・供給する体制を強化して安定経営
が図れるよう、大手商社等のアドバイザーによる個別事業者指導を実施。 

生産者 

メーカー 

生鮮 

加工品 

小売店 

コンビニ 

外 食 

中 食 

卸・商社 

大手メーカー 

海 外 

従来のモノ･情報の流れ 

 
情報の流れ（ＮＥＷ） 

モノの流れ（ＮＥＷ） 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 漁港等の整備 

№35  漁港災害復旧事業 
 

 事業目的 
 
 漁業の早期再開とともに、沿岸地域経済の基幹である水産業の早期復興を支援するため、

津波により被災した防波堤など漁港施設や、防潮堤など海岸保全施設等について、災害復旧

工事を実施。 

 

 事業主体 
 
 県 

 

 事業概要 
 
(1) 防波堤、岸壁など漁港施設の災害復旧工事の実施 

(2) 防潮堤、門扉、水門など海岸保全施設の災害復旧工事の実施 

(3) 漁港内の泊地等に堆積・浮遊している瓦礫の撤去 

【事業費負担割合】国 85％、県 15％ 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 27 年度 

 

 漁港等の復旧・整備イメージ 

 

 

養殖施設の復旧
養殖施設の復旧

養殖施設の復旧

定置網の復旧
定置網の復旧

出
漁

陸
揚

出
漁

陸
揚

高層ビル

水産関連施設
の復旧

出
漁

陸
揚

漁港施設等の
復旧 漁港施設等の

復旧

高台避難所

海岸保全施設の復旧

漁村生活環境基盤の復旧

海岸保全施設
の復旧

高所へ
住居

定置網の復旧

地盤嵩上げ
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 漁港等の整備 

№36  漁業集落防災機能強化事業 
 

 事業目的 
 
 東日本大震災により相当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失又は損壊等の著しい被害

を受けた漁村地域等の円滑かつ迅速な復興を図るために、被災地の漁業集落において、安全・

安心な居住環境を確保するための地盤嵩上げ、生活基盤や防災安全施設の整備等を実施。 

 

 事業主体 
 
 市町村 

 

 事業概要 
 
(1) 漁業集落等の移転・再編整備のための地盤嵩上げや移転先用地等の整備  

(2) 漁業集落排水施設、水産飲雑用水施設（上水道等）等の整備 

(3) 漁業集落内道路、防災安全施設、避難広場、防災空地等の整備 

【事業費負担割合】国 75％、市町村 25％ 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 27 年度 

 

 漁業集落移転等のイメージ 

 

 集落移転先の

用地造成  
避難路 

集落排水施設 

集落内道路 

地盤嵩上げ 

避難広場 

防災空地 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 地域特性を生かした生産性・収益性の高い農業の実現 

№37 被災地域農業復興総合支援事業 

 

 事業目的 
 
 東日本大震災により被災した市町村が策定する復興プランに基づき、被災地域の農業の復興を

図るために必要となる農業用施設等の整備を総合的に支援。 

 

 事業主体 
 
市町村 

 

 事業概要 
 
(1) 整備事業  

被災市町村が復興プランに掲げた農業復興を実現するために行う被災農業者等への貸与等を

目的とした農業用施設・機械の整備（所有権は市町村）への支援 

ア 助成対象 ① 生産・加工・流通・販売に必要なハウス、水耕栽培施設、農業用水施設、

育苗施設、乾燥調製貯蔵施設、処理加工施設、集出荷施設などの農業用施設 

② トラクター、田植機、コンバイン等の農業用機械 

イ 補 助 率 国 3/4（残りの 1/4 は市町村負担となるが、特別交付税で全額措置） 

(2) 推進事業  

(1)の整備事業に関連して、地域が独自に行う取組への支援 

ア 助成対象 地域の特性に即した自主的かつ主体的な取組（話し合いなど）に必要な経費 

イ 補 助 率 国 8/10（残りの 2/10 は市町村負担となるが、特別交付税で全額措置） 

 実施期間 
 
平成 24 年度 ～ 平成 27 年度 

 事業推進イメージ 
 
 

 

被災地域の農村の活性化 

生産性・収益性の高い農業の実現 

◎市町村復興プランの実現に向けた農業用施設・機械の整備への支援 

◎整備事業に関連した取組への支援 

○地域の特性に即した自主的かつ主体的な取組（話し合いなど）に必要な経費 

○新たな産地づくり 
⇒ 農業用施設・機械の整備 

○農産物を活用した特産品開発 

 ⇒ 農産物加工施設、附帯施設（直売所）等の整備 
★市町村復興プラン
の実現に向けた 

取組支援 

➢低コスト生産 

➢６次産業化等 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 地域特性を生かした生産性・収益性の高い農業の実現 

№38 農用地災害復旧関連区画整理事業 
 

 事業目的 
 
 沿岸地域の特性を踏まえた生産性・収益性の高い農業の実現や、地域づくりの方向性を踏

まえた安全な農村の実現を図るため、津波により被災した農地について、災害復旧事業と一体

的に圃場の整備を推進。 

 

 事業主体 
 
 県 

 

 事業概要 
 
 被災農地に隣接する未被災農地も加えた一団の圃場を対象に、災害復旧事業と併せ、農地

の区画整理や、換地による農地の利用集積、減災の視点に立った農道の整備などを実施。 

 【事業費負担割合】 国庫 77.5～55%、県 15～30%、市町村 1～10%、受益農家 0～5% 
 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 28 年度 
 

 整備イメージ 
 
 

  

農用地災害復旧関連区画整理事業 

の実施 

《復興後》

基
幹
道
路
等

宅
地
造
成

園芸団地

区画整理
集落営農組織等に農地を利用集積

海
岸
堤
防
の
復
旧
・
整
備

農
道
（

二
次
堤
防
機
能
）

農道（避難路機能）

《被災後の状況》

浸水被災区域

基
幹
道
路
等

地
盤
沈
下

海
岸
堤
防
の
損
壊

未被災集落

被災宅地

不整形・小区画のほ場

施設

浸水被災区域
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 地域特性を生かした生産性・収益性の高い農業の実現 

№39  三陸みらい園芸産地づくり交付金事業 
 

 事業目的 
 
 三陸沿岸地域の夏季冷涼で冬季温暖な気象条件を活かした収益性の高い施設園芸モデル団

地を整備し、新たな園芸産地づくりを推進。 

 

 事業主体 
 
 ３戸以上の農家で組織する団体等 

（受益者又は事業参加者の過半が東日本大震災の被災農家であること） 

 

 事業概要 
 
高収益施設園芸品目（トマト・いちご等の果菜類、ほうれんそう等）の生産施設の整備に

必要な経費（委託施工費も対象）に対し補助。 

〔整備費の補助率〕 国庫 1/2、県 1/6、市町村 1/6 計 5/6 以内 

〔委託施工費の補助率〕 県 1/3、市町村 1/3 計 2/3 以内 

※国庫 東日本大震災農業生産対策交付金 

 

 実施期間 
 
 平成 24 年度 ～ 平成 26 年度 

 

 園芸産地づくりイメージ 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 地域の木材を活用する加工体制等の再生 

№40 木材加工流通施設等復旧対策事業 
 

 事業目的 
 
 木材加工体制等の再生を図るため、東日本大震災津波によって流失・損壊した木材加工施

設や高性能林業機械の修繕・再整備等の本格復旧を支援。 

 

 事業主体 
 
 森林組合、素材生産業者、木材加工業者等 

 

 事業概要 
 
(1) 木材加工流通施設の整備 

ア 内 容  被災した木材加工流通施設の復旧・整備への支援 

イ 補助率  1/2 

(2) 高性能林業機械の整備 

ア 内 容  被災した高性能林業機械の整備への支援 

イ 補助率  1/2 但し、素材生産量 1,000 ㎥当たり 300 万円 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 25 年度 

 

 事業推進イメージ 
 

【事業イメージ図】 

木材加工・流通施設 

被災施設 

間伐材等の流通がストップ 

木材加工・流通施設の復旧・整備 
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 「なりわい」の再生 Ⅰ 水産業・農林業 

取組項目 地域の木材を活用する加工体制等の再生 

№41 治山災害復旧事業（海岸保全施設等復旧） 
 

 事業目的 
 
 東日本大震災津波により破壊された海岸保全施設等について、当面の安全確保のための応

急復旧を実施するとともに、恒久対策として施設の本復旧を実施。 

 

 事業主体 
 
 県 

 

 事業概要 
 
(1) 内容 

 ア 防潮堤など海岸保全施設の復旧 

   前浜地区ほか３箇所 

 イ 山腹土留など治山施設等の復旧 

   重染寺地区ほか１３箇所 

 

(2) 事業費負担割合 

国 2/3、県 1/3 
 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 26 年度 
 

 防波堤復旧イメージ 
 

  

地震・津波 

で破壊 

復旧整備 
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 「なりわい」の再生 Ⅱ 商工業 

 

取組項目 中小企業等への再建支援と復興に向けた取組 

     ものづくり産業の新生 

№42  復興支援ファンド設立支援事業 
 

 事業目的 

 地域産業の早期復興に向け被災企業等の事業再開の妨げとなる二重債務の解消のため、既

存債務の買取を行うことを目的とした復興支援ファンドを設立。 

 事業主体 

 国（中小企業基盤整備機構）、県、地元金融機関等 

 事業概要 

 復興支援ファンド（岩手産業復興機構）が被災企業の既存債務の買取をし、既存債務の利

子補給を行うなど、負債を一時凍結させることで、企業のバランスシートを改善させ、地元

金融機関等による新たな融資を受けることによって企業再建を促進。 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 

 岩手産業復興機構のしくみ 
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 「なりわい」の再生 Ⅱ 商工業 

取組項目 中小企業等への再建支援と復興に向けた取り組み 

     ものづくり産業の新生 

№43  中小企業被災資産復旧事業 
 

 事業目的 
 

沿岸市町村が、被災した中小企業に対して施設・設備の復旧経費を補助する場合、その

補助事業に要する経費を補助することを通じ、沿岸市町村の産業の復興を促進。 

 

 事業主体 
 

市町村 

 

 事業概要 
 
 事業用資産が流出した中小企業が、沿岸市町村で事業を再開しようとする場合に、市町村

を通じて、施設設備の復旧に要する経費の一部を補助。 

 (1) 補 助 率：1/2 以内（県 1/4、市町村 1/4） 

 (2) 補助限度額：製造業・宿泊業 20,000 千円（県 10,000 千円、市町村 10,000 千円） 

上記以外の業種  3,000 千円（県  1,500 千円、市町村  1,500 千円） 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 

 

 事業推進イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

 

市町村 

 

中小企業 
補 助 補 助 

復旧費の 1/4 以内 復旧費の 1/2 以内 

 

 
 

中小企業の事業再開を支援 

 

 

○ 地域経済の復興 

実現 

○ 雇用の場の回復 
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 「なりわい」の再生 Ⅱ 商工業 

取組項目 ものづくり産業の新生 

№44  自動車関連産業創出推進事業 
 

 事業目的 

 沿岸地域における被災企業の早期事業再開や地域の牽引役となる自動車関連産業などのも

のづくり産業の更なる発展に向けた取組を支援することにより、沿岸地域と内陸地域との連

携によるものづくり体制の強化や、更なる産業集積･新産業の創出を推進し、「ものづくり産

業の新生」を推進。 

 事業主体 
 
 県、いわて産業振興センター 

 事業概要 

 本県におけるものづくり産業の牽引役である自動車関連産業の集積促進を更に強化するこ

とにより、取引拡大、新規参入、技術高度化等を促進 

 ・アドバイザー等の指導、マッチングによる取引拡大支援【育てる】 

 ・次世代技術の研究開発と事業化の促進【創る】 

 ・高度技術・研究開発人材の育成【人づくり】  など 

 

 実施期間 
 
 平成 22 年度 ～ 平成 30 年度  

 自動車関連産業創出推進事業のイメージ 

 

 

  復興実施計画 

早期再建 

集積促進 

取引拡大 

技術高度化 

人材育成 

【戦略】  
 

育てる 創  る 人づくり 誘致する 

◎国内の生産拠点の

中核 

◎世界への部品や完

成車の供給拠点 

◎国内有数のものづ

くり産業集積地 

目 指 す 姿 
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 「なりわい」の再生 Ⅱ 商工業 

取組項目 ものづくり産業の新生 

№45 国際的研究拠点構築事業 
 

 事業目的 

海洋研究の拠点形成を図るため、三陸沿岸地域に立地する海洋研究機関の連携を促進し、

共同研究等を実施。 

また、これら研究機関の地域と密着した研究活動を支援し、研究成果の活用による産業振

興を促進。 

 

 事業主体 

 国、県 

 

 事業概要 

国際研究開発拠点の本県への設置を目指し、本県をフィールドとした調査研究活動促進の

ため、海洋に関連する研究者や専門家等の被災地域の視察調査等の受入れ・協力や本県での

学会開催誘致等を推進し、研究者ネットワークを構築。 

また、同拠点設置の具体化のための実施計画策定へ向けた調査活動等も併せて実施。 

 

 実施期間 
 
 平成 23 年度 ～ 平成 30 年度 

 

 国際研究開発拠点のイメージ 
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 「なりわい」の再生 Ⅱ 商工業 

取組項目 ものづくり産業の新生 

№46 国際リニアコライダー（ILC）推進事業 
 

 事業目的 

震災からの真の復興、そして東北復興の象徴となる取組として、本県の北上山地が有力な

候補地になっている世界最先端の素粒子研究施設である「国際リニアコライダー（ILC）」の

誘致を進め、これを核として、国内外の研究者が居住する国際学術研究都市の形成と、関連

産業の集積等を図るための取組を実施。 

 

 事業主体 

 国際機関、国、県 

 

 事業概要 

国際リニアコライダー誘致に向け、本県が構成員となっている東北加速器基礎科学研究会

が中心となり、大学や研究機関等とともに受入れ条件整備等の検討や国等への要望活動を実

施。また、県内経済団体等と連携した講演会の開催やパンフレットの作成・配付などを行う

ことにより誘致に向けた気運の醸成を図るための取組を実施。 

 

 実施期間 
 
 平成 22 年度 ～ 平成 30 年度 

 

 イメージ 
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 「なりわい」の再生 Ⅲ 観光 

取組項目 観光資源の再生と新たな魅力の創造 

     復興の動きと連動した全県的な誘客への取組 

№47  いわてデスティネーションキャンペーン推進事業 
 

 事業目的 

 沿岸地域における観光産業の復旧・復興に向けた観光地づくりを支援するとともに、復興

のシンボルとして掲げる世界遺産「平泉」を核として、沿岸地域の復旧・復興の段階に応じ

た情報発信や誘客事業の展開を強化することにより、観光産業の復興を促進。 

また、全県における地域が主体となった観光地づくりの推進による観光立県を確立。 

 事業主体 

いわてＤＣ推進協議会（県、市町村、民間、団体） 

 事業概要 

(1) 誘客・宣伝事業 

 ・ 期間を通じた各種イベント等の実施 

 ・ 全国から寄せられる復興支援の取組と連動したプロモーション活動の展開 

 ・ 各種宣伝媒体による情報発信の強化（雑誌、ﾎﾟｽﾀｰ、ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ、ＨＰ等）など 

(2) 受入態勢整備事業 

・ 観光資源の復旧、発掘、磨き上げのための観光コーディネーターの設置 

・ 内陸と沿岸をつなぐ復興応援ツアーの実施など二次交通の充実 

・ 県内各地での歓迎イベント等の開催  など 

 実施期間 
 
 平成 22 年度 ～ 平成 24 年度 

 復興の動きと連動したいわてＤＣ（ﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ）の実施イメージ 
 
 

  

○宣伝・誘客事業 

 世界遺産平泉の核とした情報発信 

 ⇒県内各地への誘客促進 

 復興に応じた沿岸への誘客 

 各種イベント等の実施 

 ⇒誘客強化、いわてファン獲得 

 

○受入態勢整備事業 

 観光ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの設置 

 復興応援ツアー等 

 ⇒沿岸観光の復興促進  

  沿岸への移動の利便性向上 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 

復興の段階に応じた情報掲載 

復興かき小屋    サッパ船 

 

全国に向けた情報発信強化、復興応援

ツアーによる沿岸誘客促進 等 

経済効果の拡大による

復興促進と新たな資源

の創出促進 

観光客の増加 
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 「なりわい」の再生 Ⅲ 観光 

取組項目 復興の動きと連動した全県的な誘客への取組 

№48  国際観光推進事業 
 

 事業目的 
 
震災等による風評の払拭や本県の認知度向上、旅行商品の造成及び販売を促進するため、

東アジア圏(台湾、韓国、中国、香港)を主なターゲットとし、海外事務所等と連携して、「正

確な情報発信」を行い、外国人観光客の誘致を推進。 
 

 事業主体 
 
 県 
 

 事業概要 

(1) 海外エージェント・マスコミ招請事業：観光エージェント及びマスコミを招請 

(2) 旅行商品造成・販売促進支援事業：旅行商品に対する広告支援及びノベルティの提供 

(3) 海外旅行博出展事業：海外等で開催される旅行博覧会でのＰＲ活動 

(4) 受入態勢整備事業：国際チャーター便の受入に向けた環境整備 

(5) 中国誘客促進事業：大連事務所と連携し、訪日観光客が多い広東省の市場開拓を実施 

(6) 復興支援と連動したキャンペーン事業：いわてＤＣ実施以降の沿岸地域への誘客事業 

 

 実施期間 

 平成 22 年度 ～ 
 

 海外からの誘客イメージ 

 

 

 

 

いわて花巻空港 

観光振興を通じた 

沿岸地域の復興 

東アジア圏から

の誘客促進 

旅行商品等造成支援 

海外旅行博出展 受入態勢整備 

中国誘客促進 各種キャンペーン 

 

海外エージェント等招請 

正確な情報発信による 

風評の払拭 


